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[1] 田中 茂：「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」をDISCUSSION PAPER
No.8として1999年６月刊行予定。
[2] KIBA,T. and Collins,S.:「R&D performance in Japanese companies: a relative evaluation of overseas-






























































[1] Ijichi, T. and Hirasawa, R.「R&D organizational process on liquid crystal display : an internationally
comparative analysis based on patents.」Proceedings of the Portland International Conference on







































































































[1] 「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」NISTEP REPORT No.61として1999年５月刊行予
定。





























































A Comparative Analysis of Network Dynamics in Environmental Policy and Technological Development(環
境政策と技術開発におけるネットワーク・ダイナミクスの比較分析）























[1] Mark Borden: 「Network dynamics in environmental policy and technological development:the


























































[2] 平澤 冷、富澤宏之、樟 良治、伊地知寛博、「主要各国の科学技術政策関連組織の国際比較」（調査資
料・データNo.55）、1998年6月。
































[1]Hirasawa, R.「Economic Crisis and Recent Performance of Science and Technology in Japan」
Congressional Research Service Seminar, 「The Asian Economic Crisis and Pacific Rim Science and
Technology」CRS Washington DC. USA, December 1, 1998.
科学技術の形成過程における評価に関する研究




















[1]Hirasawa, R.「Evaluation of Publicly-Funded R&D: Basic Issues and Trends in Management」The
International Workshop on Evaluation Systems for Government-funded R&D Projects and Programs,

























[1]Hirasawa, R.「Japan’s Performance in S&T Policy」 PRIME Lecture Series, University of Ottawa,
















































































































































































































[2] Watanabe, K. and Fujigaki, Y. 「 Policy Analysis on the Selected Priority Area in Japanese Science
and Technology Policy: Policy Change and Performance Analysis in Life-Sciences」 SOEIS project





Socio-Economic Research）プログラム「欧州科学技術情報の自己組織化（SOEIS：The Self-Organization of























[1] Fujigaki, Y.「A Future Perspective on STS and Scientometrics: Exchange and Integration Between
Different Research Tradition in STS」EASST-Review, 17(2), 16-19.(1998)
































[1] Fujigaki,Y. and Nagata, A.「Concept Evolution in Science and Technology Policy」Science and Public
































































[2] Fujigaki,Y.「The Citation System : Citation Networks as Repeatedly Focusing on Difference,
Continuous Re-evaluation, and as Persistent Knowledge Accumulation」Scientometrics, 43(1), 77-
85.(1998)





























































































































































































































































































1) 産業立地特性指数（IIL：Index of Industrial Location）
2) 地域産業構造転換指数（ICRIS：Index for Conversion of Regional Industrial Structure）













































[1] Sato, Y.「The Structure and Perspective of Regional Science and Technology Policies in Japan」
[2] Gonda, K.「Semantic Space and the Information Society in Terms of the Emergence of Intelligence」






































































































委 員 上坂 充 東京大学 大学院工学系研究科 原子力工学研究施設 助教授
〃 遠藤 一太 広島大学 大学院先端物質科学研究科 教授
〃 小方 厚 広島大学 大学院先端物質科学研究科 教授
（平成10年９月末まで 文部省 高エネルギー加速器研究機構 教授）
〃 片山 武司 東京大学 大学院理学系研究科 原子核科学研究センター 教授
〃 北川 米喜 大阪大学 レーザー核融合研究センター 助教授
〃 熊谷 教孝（財）高輝度光科学研究センター 加速器部門長
〃 熊田 雅之 放射線医学総合研究所 主任研究官
〃 小山 和義 工業技術院 電子技術総合研究所 主任研究官
〃 佐藤 勇 日本大学 原子力研究所 教授
〃 佐藤 健次 大阪大学 核物理研究センター 教授
〃 竹田 誠之 文部省 高エネルギー加速器研究機構 助教授
〃 中島 一久 文部省 高エネルギー加速器研究機構 助教授
〃 中村 一隆 東京工業大学 応用セラミックス研究所 助教授
〃 西田 靖 宇都宮大学 大学院工学研究科 教授
〃 野田 章 京都大学 化学研究所 原子核科学研究施設 教授
委員長 平尾 泰男 放射線医学総合研究所 顧問
委 員 水本 元治 日本原子力研究所 東海研究所 中性子科学研究センター
陽子加速器研究室長 （主任研究員）





















































































































































































































































































































































冊 冊 タイトル タイトル 人
科学技術庁図書館 33,996 1,028 24 746 2
航空宇宙技術研究所分
館
52,925 1,791 250 427 108,461 3
金属技術研究所分館 34,575 915 165 181 3
放射線医学総合研究所
分館
57549 1,878 261 35 3
































































































































３．Dr. Itzhak Wirth：米国Associate Professor of Management, College of Business





４．Dr. Steven Wayne. Collins：米国Assistant Professor, Program in Interdisciplinary Arts &



















７．Dr.Yi-Tzuu Chien：米国国立科学財団(National Science Foundation(NSF)),Director, Div. of
Information, Robotics and Intelligent System



























１２．Dr. Josephine Anne Stein：英国、 University of East London(Principal Research Fellow), University of






１3．Dr. Sara Nerlove：米国、Program Manager, Small Business Innovation Research (SBIR) Program,
Division of Design Manufacturing and Industrial Innovation, NSF




１４．Dr. George O’Neill Consultant（ＮＳＦ）








（NISTEP REPORT NO.57 1998.5）情報分析課
2) 日本の技術輸出の実態(平成８年度)
（NISTEP REPORT NO.58 1998.9）情報分析課
3) 地域における科学技術振興に関する調査研究（第４回調査）
（NISTEP REPORT NO.59 1999.3）第３調査研究グループ
4) 我が国製造業の空間移動と地域産業の構造変化に関する研究
（NISTEP REPORT NO.60 1999.3）第３調査研究グループ
5) 日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究 −平成１０年度−
（NISTEP REPORT NO.61 1998.3）第１研究グループ
6) ２０１０年代の国民生活ニーズとこれに関連する科学技術


















（DISCUSSION PAPER NO.5 1998.3）第１研究グループ
15) 大学からの技術移転成功事例におけるアクター分析
（DISCUSSION PAPER NO.6 1998.3）第２研究グループ
16) 特許と学術論文の形態比較〜記述形式・内容の分析とインタビューによる執筆動因分析 〜





























































3.31Sara B.Nerlove （ＮＳＦ ＳＢＩＲ Manager）
「Small Business Innovation Research: A U.S Federal Program to Support Innovation-Based,High-Risk
Research Leading to Commercialization.」
3.31George J.O’Neill（ＮＳＦ ＳＢＩＲ Manager）





























































































































































































































































































































































































５３）Dir. Rosalie T. Ruegg米国国立標準・技術研究所経済性評価室長
Prof. Philipe Laredo仏国鉱山大学イノベーション社会学センター教授
「科学技術の形成過程における評価をどう取り扱うか−研究評価から政策評価まで −」（1997.11）








５６）Dr. William G. Wells, Jr. The George Washington University School of Business and Public



































牧 野 昇 (株)三菱総合研究所取締役相談役
向 坊 隆 日本原子力産業会議会長
吉 川 弘之 日本学術会議会長
吉 村 融 政策研究大学院大学長
（３）職員名簿
所 属 職 名 氏 名 在 職 期 間
所長 所長 佐藤 征夫 H9.7.1〜
総務研究官 総務研究官 國谷 実 H9.10.10〜
所 併 丹羽冨士雄 H3.10.1〜H10.4.30
総務課 課長 安藤 忠志 H9.4.1〜
課長補佐 併 飯山 泰之 H8.7.1〜H10.5.1
課長補佐 併 太田 政孝 H10.5.1〜






経理係長 林 淳 H9.4.1〜
秋田のぞみ H6.1.1〜
用度係長 併 飯山 泰之 H10.4.1〜H10.5.1
用度係長 併 太田 政孝 H10.5.1〜
自動車運転手 巣山 忠浩 H8.4.1〜H10.6.30
自動車運転手 井口 直孝 H10.6.30〜
事務補助員 美濃部友理子 H10.10.1〜
企画課 課長 根本 光宏 H8.6.26〜H10.6.30
課長 植田 昭彦 H10.6.30〜
課長補佐 小野 秀明 H9.7.16〜
国際研究協力官 山口 治 H7.11.1〜
企画係長 併 小野 秀明 H10.4.1〜
井山 哲 H10.4.1〜
業務係長 宮本 祐吾 H9.1.1〜
神田由美子 H10.2.1〜
事務補助員 鈴木恵理子 S61.12.25〜
情報分析課 課長 吉水 正義 H9.7.16〜
課長補佐 田村 泰一 H8.10.1〜H11.3.10
課長補佐 併 吉水 正義 H11.3.10〜
情報係長 併 山口 治 H7.11.1〜
資料係長 併 山口 治 H9.4.1〜
分析第１係長 石黒 裕康 H9.7.1〜
分析第２係長 併 山口 治 H7.11.1〜
調査官 併 佐々木 学 H8.11.1〜H11.3.31
調査官 下村 智子 H10.11.16〜
併 衛藤 康子 H8.11.11〜
併 吉沢 道子 H10.4.1〜
技術補助員 久野美津子 H10.4.1〜
事務補助員 川口 幸子 H8.7.16〜H10.7.16
事務補助員 清水亜矢子 H10.7.15〜
事務補助員 大柳 康司 H11.3.2〜H11.3.31
第１研究グループ 総括主任研究官 榊原 清則 H10.4.1〜
主任研究官 瀬谷 道夫 H6.6.16〜
研究員 古賀 款久 H9.4.1〜
研究員 伊地知寛博 H10.5.1〜
芳賀沼聡子 H8.5.1〜
併 田中 茂 H10.4.1〜
事務補助員 下田眞奈美 H6.4.2〜
第２研究グループ 総括主任研究官 平澤 冷 H9.10.1〜
主任研究官 柿崎 文彦 S63.7.1〜
主任研究官 富澤 宏之 H8.10.1〜
主任研究官 藤垣 裕子 H8.10.1〜
併舘 和夫 H9.7.14〜H10.6.15
併 武内 信雄 H10.6.16〜
併 渡部 康一 H9.7.1〜
事務補助員 宇井 幸子 H9.10.14〜H10.7.11
事務補助員 中澤 真弓 H10.7.21〜
第１調査研究グループ 総括上席研究官 前澤 祐一 H8.5.10〜
上席研究官 和田 幸男 H9.7.1〜
上席研究官 舘 和夫 H8.6.1〜H10.6.15
上席研究官 武内 信雄 H10.6.16〜
上席研究官 併 佐野 享子 H10.7.21〜
研究官 横尾 淑子 H10.5.1〜
吉田 道治 H8.5.1〜H10.4.30
併 横尾 淑子 H4.8.17〜H10.5.1
事務補助員 大貫佐知子 H5.7.1〜
第２調査研究グループ 総括上席研究官 事務取扱 國谷 実 H9.10.10〜
上席研究官 木場 隆夫 H7.7.17〜
上席研究官 大山 真未 H9.4.1〜
研究官 渡部 康一 H9.7.1〜
研究官 下村 智子 H10.1.11〜H10.11.16
事務補助員 併 大貫佐知子 H9.7.25〜
第３調査研究グループ 総括上席研究官 渡辺 俊彦 H9.7.16〜
上席研究官 中田 哲也 H10.4.1〜
上席研究官 飯山 泰之 H8.7.1〜H10.5.1
上席研究官 太田 政孝 H10.5.1〜
研究官 横尾 淑子 H5.10.1〜H10.5.1
併 柿崎 文彦 H9.7.16〜
事務補助員 三島 眞理 H7.4.10〜
第４調査研究グループ 総括上席研究官 桑原 輝隆 H9.7.1〜
上席研究官 佐々木 学 H1.1.25〜H11.3.31
上席研究官 齋藤 均 H9.4.1〜H11.3.31
上席研究官 田中 茂 H10.4.1〜
上席研究官 新名 秀章 H10.4.1〜
併 瀬谷 道夫 H9.7.16〜
事務補助員 綱嶋美波子 H10.5.1〜H10.9.30
事務補助員 楠瀬 文子 H10.10.1〜H11.1.31
事務補助員 早坂 ルミ H10.10.28〜
（４）客員研究官制度・特別研究員制度による受け入れ
1) 科学技術特別研究員
綾野博之科学技術振興事業団
加藤みどり科学技術振興事業団
2) 特別研究員
国内関係機関等より
古閑知明社団法人海外電力調査会研究員（九州電力）
田中清隆社団法人海外電力調査会研究員（九州電力）
田中 聡社団法人海外電力調査会研究員（中部電力）
伊藤晃輔社団法人海外電力調査会研究員（関西電力）
樟 良治東京電力株式会社
数田章司東京電力株式会社
新井英彦日本原子力研究所高崎研究所
寺尾 博日本電気株式会社
藤原直也株式会社神戸製鋼所
田中誠徳三重県
須藤剛志三菱電機株式会社
休井正人日本鋼管株式会社
近藤一徳（株）シー・エー・シー
3) 客員研究官（五十音順）
青島矢一一橋大学商学部専任講師
亀岡秋男（株）東芝研究開発センター特別研究室技監
香月祥太郎三井情報開発（株）顧問
後藤 晃一橋大学イノベーション研究センター教授
権田金治東海大学教授（国際政策科学研究センター長）
清家彰敏富山大学経済学部助教授
寺本義也北陸先端科学技術大学院大学教授
永田晃也北陸先端科学技術大学院大学助教授
丹羽冨士雄政策研究大学院大学教授
原田 勉神戸大学経営学部助教授
平野千博岩手県立大学総合政策学部教授
深尾京司一橋大学経済研究所助教授
前田 昇ソニー（株）カードシステム事業室長
宮林正恭理化学研究所理事
和田哲夫郵政省郵政研究所主任研究官
（５）科学技術政策研究所の沿革
１９４７年１２月 経済安定本部資源委員会事務局設置
１９４９年 ６月 （資源委員会は資源調査会へ改称）
１９５２年 ８月 （資源調査会は総理府の附属機関へ）
１９５６年 ５月 科学技術庁設置
資源調査会事務局は科学技術庁資源局となる。
（資源調査会は科学技術庁の附属機関へ）
１９６８年 ６月 資源調査所設置（科学技術庁資源局廃止）
１９８８年 ７月 科学技術政策研究所設置（資源調査所改組）
科学技術庁科学技術政策研究所
広報委員会
委員長國谷 実
委 員田中 茂
藤垣 裕子
佐野 享子
伊藤 晃輔
新舩 洋一
岡本 信司
太田 政孝
植田 昭彦
吉水 正義
宮本 祐吾
事務局企画課
情報分析課

National Institute
Of
Science
And
Technology Policy
科学技術政策研究所
